
別紙３ 「障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金について」の一部改正（平成 19 年 12 月 18 日厚生労働省

発障第 1218002号 厚生労働事務次官通知） 

（変更点は下線部） 

新 旧 

別紙 

 

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担

金 

 

１ （略） 

 

（交付の目的）                                                                   

２ この国庫負担金は、障害児入所施設、障害児通所支援事業所、

障害児相談支援事業所及び指定発達支援医療機関（以下「障害児

入所施設等」という。）における児童等の入所後又は委託後の保

護に必要な費用の負担及び障害児が障害児入所施設等において

受けた指定入所支援及び指定通所支援等に要する費用の負担を

行うことにより障害児の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（用語の定義及び解釈） 

３ この交付要綱において、次に掲げる用語の定義及び解釈は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 「指定発達支援医療機関」とは、法第６条の２の２第３項

に規定する指定発達支援医療機関をいう。 

 (２)～（６） （略） 

 (７) 「障害児入所措置費」とは、都道府県、指定都市又は児童

相談所設置市が、法第 27 条第１項第３号若しくは第２項に

規定する措置をとった場合における法第 50 条第７号及び第

７号の２に規定するその児童等の入所又は委託に要する費

用及び入所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45 条の

別紙 

 

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担

金 

 

１ （略） 

 

（交付の目的）                                                                   

２ この国庫負担金は、障害児入所施設、障害児通所支援事業所、

障害児相談支援事業所及び指定医療機関（以下「障害児入所施設

等」という。）における児童等の入所後又は委託後の保護に必要

な費用の負担及び障害児が障害児入所施設等において受けた指

定入所支援及び指定通所支援等に要する費用の負担を行うこと

により障害児の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（用語の定義及び解釈） 

３ この交付要綱において、次に掲げる用語の定義及び解釈は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 「指定医療機関」とは、法第６条の２第３項に規定する指

定医療機関をいう。 

 (２)～（６） （略） 

 (７) 「障害児入所措置費」とは、都道府県、指定都市又は児童

相談所設置市が、法第 27 条第１項第３号若しくは第２項に

規定する措置をとった場合における法第 50 条第７号及び第

７号の２に規定するその児童等の入所又は委託に要する費

用及び入所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45 条の
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設備及び運営基準を維持するために必要な費用（治療に要す

る費用を除き、指定発達支援医療機関については、委託後に

要する費用とする。）をいい、次の費目に分けるものとする。 

   ア 事務費 

     障害児入所施設及び指定発達支援医療機関を運営する

ために必要な職員の人件費、その他の事務の執行に伴う諸

経費をいう。 

   イ 事業費 

     事務費以外の経費（治療に要する費用を除く。）であっ

て、障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に入所して

いる措置児童等（ただし、措置停止中のものを除く。）に

直接必要な諸経費を総称したものをいう。 

   ウ～エ （略） 

 (８) （略） 

 (９) 「障害児入所措置医療費」とは、都道府県、指定都市又は

児童相談所設置市が、法第 27 条第１項第３号若しくは第２

項に規定する措置をとった場合における法第 50 条第７号及

び第７号の２に規定するその児童等の入所又は委託に要す

る費用及び入所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45

条の設備及び運営基準を維持するために必要な費用（治療に

要する費用に限り、指定発達支援医療機関については、委託

後に要する費用とする。）をいう。 

 (10)～（20） （略） 

 

（交付の対象） 

４ この負担金は、次の事業を交付の対象とする。 

 (１) 障害児入所給付費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置費国庫負担金 

  (ア) 障害児入所措置費 

設備及び運営基準を維持するために必要な費用（治療に要す

る費用を除き、指定医療機関については、委託後に要する費

用とする。）をいい、次の費目に分けるものとする。 

   ア 事務費 

     障害児入所施設及び指定医療機関を運営するために必

要な職員の人件費、その他の事務の執行に伴う諸経費をい

う。 

   イ 事業費 

     事務費以外の経費（治療に要する費用を除く。）であっ

て、障害児入所施設及び指定医療機関に入所している措置

児童等（ただし、措置停止中のものを除く。）に直接必要

な諸経費を総称したものをいう。 

   ウ～エ （略） 

 (８) （略） 

 (９) 「障害児入所措置医療費」とは、都道府県、指定都市又は

児童相談所設置市が、法第 27 条第１項第３号若しくは第２

項に規定する措置をとった場合における法第 50 条第７号及

び第７号の２に規定するその児童等の入所又は委託に要す

る費用及び入所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45

条の設備及び運営基準を維持するために必要な費用（治療に

要する費用に限り、指定医療機関については、委託後に要す

る費用とする。）をいう。 

 (10)～（20） （略） 

 

（交付の対象） 

４ この負担金は、次の事業を交付の対象とする。 

 (１) 障害児入所給付費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置費国庫負担金 

  (ア) 障害児入所措置費 
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     都道府県、指定都市又は児童相談所設置市が、法第 27

条第１項第３号又は第２項に規定する措置をとった場合

における法第 50 条第７号及び第７号の２に規定する措置

をとった場合における法第 50 条第７号及び第７号の２に

規定するその児童等の入所又は委託に要する費用及び入

所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45 条の設備及

び運営基準を維持するために必要な費用（治療に要する費

用を除き、指定発達支援医療機関については、委託後に要

する費用とする。） 

  (イ) （略） 

  イ （略） 

(２) （略） 

 

（交付額の算定方法） 

５ この国庫負担金の交付額は、次の(１)及び(２)により算出され

た額の合計額とする。 

 (１) 障害児入所給付費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置費国庫負担金 

  (ア) 基本額 

   ① 障害児入所措置費 

      この国庫負担金は、各年度において、その地方公共団

体における支弁総額（個々の障害児入所施設及び指定発

達支援医療機関に対する各月の支弁額（治療に要する費

用を除く。）の年間の合算額の全障害児入所施設及び指

定発達支援医療機関の合計額をいい、その額がその地方

公共団体が児童等の措置のために要した実支出額（治療

に要する費用を除き、当該費用のための寄付金があると

きは、その寄付金の額を控除するものとする。）を超え

るときは実支出額とする。以下この項において同じ。）

     都道府県、指定都市又は児童相談所設置市が、法第 27

条第１項第３号又は第２項に規定する措置をとった場合

における法第 50 条第７号及び第７号の２に規定する措置

をとった場合における法第 50 条第７号及び第７号の２に

規定するその児童等の入所又は委託に要する費用及び入

所後の保護又は委託後の養育につき、法第 45 条の設備及

び運営基準を維持するために必要な費用（治療に要する費

用を除き、指定医療機関については、委託後に要する費用

とする。） 

  (イ) （略） 

  イ （略） 

(２) （略） 

 

（交付額の算定方法） 

５ この国庫負担金の交付額は、次の(１)及び(２)により算出され

た額の合計額とする。 

 (１) 障害児入所給付費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置費国庫負担金 

  (ア) 基本額 

   ① 障害児入所措置費 

      この国庫負担金は、各年度において、その地方公共団

体における支弁総額（個々の障害児入所施設及び指定医

療機関に対する各月の支弁額（治療に要する費用を除

く。）の年間の合算額の全障害児入所施設及び指定医療

機関の合計額をいい、その額がその地方公共団体が児童

等の措置のために要した実支出額（治療に要する費用を

除き、当該費用のための寄付金があるときは、その寄付

金の額を控除するものとする。）を超えるときは実支出

額とする。以下この項において同じ。）から当該年度に
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から当該年度における(オ)に定める徴収金基準額を控

除した額を基本額として負担するものであること。ただ

し、当該年度における徴収金基準額が当該年度の支弁総

額を超える場合においては、当該支弁総額と同額まで控

除するものであること。 

なお、福祉・介護職員処遇改善加算費及び福祉・介護

職員処遇改善特別加算費については、次により算定す

る。 

    （ⅰ）～（ⅱ）（略） 

   ② （略） 

  （イ）（略） 

(ウ) 保護単価の設定の方法 

   ① 保護単価の関係者への通知 

     都道府県知事、指定都市又は児童相談所設置市の市長

は、その監督に属する障害児入所施設及び指定発達支援医

療機関について、次の②から③までに定めるところにより

その年度における障害児入所措置費の保護単価を設定し

なければならないこと。 

     この場合において、都道府県知事、指定都市又は児童相

談所設置市の市長は、その保護単価その他の支弁に関する

必要な事項について障害児入所施設及び指定発達支援医

療機関の長に対し通知する措置を講ずること。 

   ② 事務費の保護単価の設定方法 

   （ⅰ）（略） 

   （ⅱ）（ⅰ）により保護単価が設定されたときは、これをそ

の年度の当初の月に係る事務費の支弁から適用するも

のとし、その後においてその年度中にその障害児入所施

設及び指定発達支援医療機関の定員の改定等があった

場合においては、その改定のあった日の属する月の翌月

おける(オ)に定める徴収金基準額を控除した額を基本

額として負担するものであること。ただし、当該年度に

おける徴収金基準額が当該年度の支弁総額を超える場

合においては、当該支弁総額と同額まで控除するもので

あること。 

なお、福祉・介護職員処遇改善加算費及び福祉・介護

職員処遇改善特別加算費については、次により算定す

る。 

    （ⅰ）～（ⅱ）（略） 

   ② （略） 

  （イ）（略） 

(ウ) 保護単価の設定の方法 

   ① 保護単価の関係者への通知 

     都道府県知事、指定都市又は児童相談所設置市の市長

は、その監督に属する障害児入所施設及び指定医療機関に

ついて、次の②から③までに定めるところによりその年度

における障害児入所措置費の保護単価を設定しなければ

ならないこと。 

     この場合において、都道府県知事、指定都市又は児童相

談所設置市の市長は、その保護単価その他の支弁に関する

必要な事項について障害児入所施設及び指定医療機関の

長に対し通知する措置を講ずること。 

   ② 事務費の保護単価の設定方法 

   （ⅰ）（略） 

   （ⅱ）（ⅰ）により保護単価が設定されたときは、これをそ

の年度の当初の月に係る事務費の支弁から適用するも

のとし、その後においてその年度中にその障害児入所施

設及び指定医療機関の定員の改定等があった場合にお

いては、その改定のあった日の属する月の翌月分（その
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分（その月の初日にその改定があったときはその月分）

の支弁から、（ⅰ）の方法により、その施設の保護単価

を改定する。 

   ③ （略） 

  (エ) 各月の支弁額の算式及び支弁の方法 

   ① 都道府県、指定都市又は児童相談所設置市の支弁義務 

     都道府県、指定都市又は児童相談所設置市は、法第 50

条第７号及び第７号の２の規定によりその障害児入所施

設及び指定発達支援医療機関に対し、②から④に定めると

ころにより月を単位として算定した事務費及び事業費の

費目の種類ごとの支弁額を合計した額に、福祉・介護職員

処遇改善加算費及び福祉・介護職員処遇改善特別加算費を

合計した額をその月の措置費の支弁額として支弁しなけ

ればならないこと。 

   ② 障害児入所措置費の費目の使途 

     障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に対する措

置費の費目の種類は次のとおりとする。 

    （ⅰ）～（ⅲ） （略） 

   ③ 障害児入所措置費の各月の支弁額の算式 

     障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に対する措

置費の各月の支弁額の算式は次のとおりとする。 

    （ⅰ）～（ⅲ） （略） 

   ④ （略） 

  (オ) 徴収金基準額 

   ① （略） 

   ② ①における各月の支弁額の算定方法 

   （ⅰ）（略） 

   （ⅱ）医療型障害児入所施設及び指定発達支援医療機関の措

置費の各月のその措置児童等１人当たりの支弁額は、別

月の初日にその改定があったときはその月分）の支弁か

ら、（ⅰ）の方法により、その施設の保護単価を改定す

る。 

   ③ （略） 

  (エ) 各月の支弁額の算式及び支弁の方法 

   ① 都道府県、指定都市又は児童相談所設置市の支弁義務 

     都道府県、指定都市又は児童相談所設置市は、法第 50

条第７号及び第７号の２の規定によりその障害児入所施

設及び指定医療機関に対し、②から④に定めるところによ

り月を単位として算定した事務費及び事業費の費目の種

類ごとの支弁額を合計した額に、福祉・介護職員処遇改善

加算費及び福祉・介護職員処遇改善特別加算費を合計した

額をその月の措置費の支弁額として支弁しなければなら

ないこと。 

   ② 障害児入所措置費の費目の使途 

     障害児入所施設及び指定医療機関に対する措置費の費

目の種類は次のとおりとする。 

    （ⅰ）～（ⅲ） （略） 

   ③ 障害児入所措置費の各月の支弁額の算式 

     障害児入所施設及び指定医療機関に対する措置費の各

月の支弁額の算式は次のとおりとする。 

    （ⅰ）～（ⅲ） （略） 

   ④ （略） 

  (オ) 徴収金基準額 

   ① （略） 

   ② ①における各月の支弁額の算定方法 

   （ⅰ）（略） 

   （ⅱ）医療型障害児入所施設及び指定医療機関の措置費の各

月のその措置児童等１人当たりの支弁額は、別表２（２）
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表２（２）～（17）及び別表３に掲げる各費目のその月

におけるその措置児童等につき支弁した額（その措置児

童等の在籍日数が１か月未満であるときの別表２（２）

～（17）及び別表３に掲げる各費目のうちの月額保護単

価による支弁額は、前記①の算式(２)に準じて算定した

額。）の合算額とする。 

      なお、民間施設給与等改善費及びスプリンクラー保守

管理等費は、徴収の対象とはならないこととする。 

  イ （略） 

 (２) 障害児入所医療費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置医療費国庫負担金 

  (ア) 基本額 

   ① 障害児入所措置医療費 

      この国庫負担金は、各年度において、その地方公共団

体における支弁総額（個々の障害児入所施設及び指定発

達支援医療機関に対する各月の支弁額（治療に要する費

用に限る。）の年間の合算額の全障害児入所施設及び指

定発達支援医療機関の合計額をいい、その額がその地方

公共団体が児童等の措置のために要した実支出額（治療

に要する費用に限り、当該費用のための寄付金があると

きは、その寄付金の額を控除するものとする。）を超え

るときは実支出額とする。以下この項において同じ。）

を基本額として負担するものであること。ただし、（１）

のアの（ア）の①のただし書きに規定する場合において

は、その超える額をこの項における支弁総額から控除し

た額を基本額として負担するものであること。 

   ② （略） 

  (イ) （略） 

  (ウ) 保護単価の設定の方法 

～（17）及び別表３に掲げる各費目のその月におけるそ

の措置児童等につき支弁した額（その措置児童等の在籍

日数が１か月未満であるときの別表２（２）～（17）及

び別表３に掲げる各費目のうちの月額保護単価による

支弁額は、前記①の算式(２)に準じて算定した額。）の

合算額とする。 

      なお、民間施設給与等改善費及びスプリンクラー保守

管理等費は、徴収の対象とはならないこととする。 

  イ （略） 

 (２) 障害児入所医療費等国庫負担金 

  ア 障害児施設措置医療費国庫負担金 

  (ア) 基本額 

   ① 障害児入所措置医療費 

      この国庫負担金は、各年度において、その地方公共団

体における支弁総額（個々の障害児入所施設及び指定医

療機関に対する各月の支弁額（治療に要する費用に限

る。）の年間の合算額の全障害児入所施設及び指定医療

機関の合計額をいい、その額がその地方公共団体が児童

等の措置のために要した実支出額（治療に要する費用に

限り、当該費用のための寄付金があるときは、その寄付

金の額を控除するものとする。）を超えるときは実支出

額とする。以下この項において同じ。）を基本額として

負担するものであること。ただし、（１）のアの（ア）

の①のただし書きに規定する場合においては、その超え

る額をこの項における支弁総額から控除した額を基本

額として負担するものであること。 

   ② （略） 

  (イ) （略） 

  (ウ) 保護単価の設定の方法 
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   ① 保護単価の関係者への通知 

      都道府県知事、指定都市又は児童相談所設置市の市長

は、その監督に属する障害児入所施設及び指定発達支援

医療機関について、次の②に定めるところによりその年

度における措置医療費の保護単価を設定しなければな

らないこと。 

      この場合において、都道府県知事、指定都市又は児童

相談所設置市の市長は、その保護単価その他の支弁に関

する必要な事項について障害児入所施設及び指定発達

支援医療機関の長に対し通知する措置を講ずること。 

   ② （略） 

  (エ) 各月の支弁額の算式及び支弁の方法 

   ① 都道府県、指定都市又は児童相談所設置市の支弁義務 

      都道府県、指定都市又は児童相談所設置市は、法第 50

条第７号及び第７号の２の規定によりその障害児入所

施設及び指定発達支援医療機関に対し、②から④に定め

るところにより月を単位として算定した費目の種類ご

との支弁額を合計した額をその月の措置医療費の支弁

額として支弁しなければならないこと。 

   ② 障害児入所措置医療費の費目の使途 

      障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に対する

措置医療費の費目の種類は別表３の第１欄に掲げる費

目とする。 

   ③ 障害児入所措置医療費の各月の支弁額の算式 

      障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に対する

措置医療費の各月の支弁額の算式は別表３の第２欄か

ら第４欄に掲げるとおりとする。 

   ④ （略） 

  イ （略） 

   ① 保護単価の関係者への通知 

      都道府県知事、指定都市又は児童相談所設置市の市長

は、その監督に属する障害児入所施設及び指定医療機関

について、次の②に定めるところによりその年度におけ

る措置医療費の保護単価を設定しなければならないこ

と。 

      この場合において、都道府県知事、指定都市又は児童

相談所設置市の市長は、その保護単価その他の支弁に関

する必要な事項について障害児入所施設及び指定医療

機関の長に対し通知する措置を講ずること。 

   ② （略） 

  (エ) 各月の支弁額の算式及び支弁の方法 

   ① 都道府県、指定都市又は児童相談所設置市の支弁義務 

      都道府県、指定都市又は児童相談所設置市は、法第 50

条第７号及び第７号の２の規定によりその障害児入所

施設及び指定医療機関に対し、②から④に定めるところ

により月を単位として算定した費目の種類ごとの支弁

額を合計した額をその月の措置医療費の支弁額として

支弁しなければならないこと。 

   ② 障害児入所措置医療費の費目の使途 

      障害児入所施設及び指定医療機関に対する措置医療

費の費目の種類は別表３の第１欄に掲げる費目とする。 

    

③ 障害児入所措置医療費の各月の支弁額の算式 

      障害児入所施設及び指定医療機関に対する措置医療

費の各月の支弁額の算式は別表３の第２欄から第４欄

に掲げるとおりとする。 

   ④ （略） 

  イ （略） 
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６～15 （略） 

別表１ （略） 

 

別表２ 
 

費目の 

種類 

第１欄 

支弁対象児童等 

 

第２欄 

経費の 

使途 

第３欄 

各月の支弁額の算式 

 

第４欄 

(１) 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

(２) 

 

（略） 

ア
～
エ 

（
略
） 

（略） （略） （略） 

オ 

被
虐
待
児
受
入
加
算
費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関に入所する

措置児童であ

って、別に定

める基準によ

り虐待を受け

ていたものと

認定された児

童 

（略） （略） 

（３） 

 

（略） 

ア
・
イ 

（
略
） 

（略） （略） （略） 

 

６～15 （略） 

別表１ （略） 

 

別表２ 
 

費目の 

種類 

第１欄 

支弁対象児童等 

 

第２欄 

経費の 

使途 

第３欄 

各月の支弁額の算式 

 

第４欄 

(１) 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

(２) 

 

（略） 

ア
～
エ 

（
略
） 

（略） （略） （略） 

オ 

被
虐
待
児
受
入
加
算
費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関に入所

する措置児童

であって、別

に定める基準

により虐待を

受けていたも

のと認定され

た児童 

（略） （略） 

（３） 

 

（略） 

ア
・
イ 

（
略
） 

（略） （略） （略） 
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(４) 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

児 

療 

育 

費 

主として肢体

不自由児を入

所させる指定

発達支援医療

機関の措置児

童 

（略） （略） 

（５） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 
   

（６） 

 

重 

 

症 

 

心 

 

身 

 

障 

 

害 

 

児 

 

療 

 

育 

 

費 

主として重症

心身障害児を

入所させる医

療型障害児入

所施設及び指

定発達支援医

療機関の措置

児童 

（略）  次の算式(１)から算式(７)までにより

算定した額の合算額。 

 

 算式(１)～算式（２） （略） 

 

 算 式(３)（看護代替要員費分） 

  看護代替要員費月額保護単価 160 円

×その月初日の措置児童数（指定発達

支援医療機関に入所させる場合は除

く。) 

 

 算式(４)～算式（５） （略） 

 

 算 式(６) 

  児童発達支援管理責任者専任加算 

 月額保護単価 7,570 円×その月初日の

措置児童数（指定発達支援医療機関に

入所させる場合は除く。） 

  ただし、加算を算定する場合は、児

童発達支援管理責任者を専任で配置し

た場合に限る。 

 

 算 式(７) 

  小規模グループケア加算分月額保護

単価 73,250 円×その月初日の別に定

(４) 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

児 

療 

育 

費 

主として肢体

不自由児を入

所させる指定

医療機関の措

置児童 

（略） （略） 

（５） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 
   

（６） 

 

重 

 

症 

 

心 

 

身 

 

障 

 

害 

 

児 

 

療 

 

育 

 

費 

主として重症

心身障害児を

入所させる医

療型障害児入

所施設及び指

定医療機関の

措置児童 

（略）  次の算式(１)から算式(７)までにより

算定した額の合算額。 

 

 算式(１)～算式（２） （略） 

 

 算 式(３)（看護代替要員費分） 

  看護代替要員費月額保護単価 160 円

×その月初日の措置児童数（指定医療

機関に入所させる場合は除く。) 

 

 

 算式(４)～算式（５） （略） 

 

 算 式(６) 

  児童発達支援管理責任者専任加算 

 月額保護単価 7,570 円×その月初日の

措置児童数（指定医療機関に入所させ

る場合は除く。） 

  ただし、加算を算定する場合は、児

童発達支援管理責任者を専任で配置し

た場合に限る。 

 

 算 式(７) 

  小規模グループケア加算分月額保護

単価 73,250 円×その月初日の別に定
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める基準による小規模グループケア加

算対象措置児童数（指定発達支援医療

機関に入所させる場合は除く。） 

（注） （略） 

（７） 

 

教 

 

育 

 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって義務

教育諸学校又

は特別支援学

校の高等部に

在学中のもの

及び特別支援

学校の高等部

第１学年に入

学するも 

の。 

（略） （略） 

（８） 

 

学 

校 

給 

食 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、学

校給食を実施

している義務

教育諸学校又

は特別支援学

校の高等部に

在 学 中 の も

の。 

（略） （略） 

（９） 

 

見 

 

学 

 

旅 

 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、小

学 校 第 ６ 学

年、中学校第

３学年若しく

（略） （略） 

める基準による小規模グループケア加

算対象措置児童数（指定医療機関に入

所させる場合は除く。） 

（注） （略） 

（７） 

 

教 

 

育 

 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児童であって

義務教育諸学

校又は特別支

援学校の高等

部に在学中の

もの及び特別

支援学校の高

等部第１学年

に入学するも 

の。 

 

（略） （略） 

（８） 

 

学 

校 

給 

食 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、学校給食

を実施してい

る義務教育諸

学校又は特別

支援学校の高

等部に在学中

のもの。 

 

（略） （略） 

（９） 

 

見 

 

学 

 

旅 

 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、小学校第

６学年、中学

校第３学年若

しくは特別支

（略） （略） 
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行 

 

費 

は特別支援学

校の高等部第

３学年（高等

学校を含む。）

の在学中のも

ので、その学

校の教育課程

において実施

される見学旅

行（通常の「修

学旅行」をい

う｡）に参加す

るもの。 

（10） 

 

入 

進 

学 

支 

度 

金 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、小

学校第１学年

に入学し、又

は中学校第１

学年に進学す

るもの。 

（略） （略） 

（11） 

 

特 

 

別 

 

育 

 

成 

 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、別

に定めるとこ

ろにより、高

等学校に在学

しているもの

及び高等学校

第１学年に入

学するもの。 

（略） （略） 

行 

 

費 

援学校の高等

部 第 ３ 学 年

（高等学校を

含む。）の在学

中のもので、

その学校の教

育課程におい

て実施される

見学旅行（通

常の「修学旅

行」をいう｡）

に参加するも

の。 

（10） 

 

入 

進 

学 

支 

度 

金 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、小学校第

１学年に入学

し、又は中学

校第１学年に

進 学 す る も

の。 

（略） （略） 

（11） 

 

特 

 

別 

 

育 

 

成 

 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、別に定め

るところによ

り、高等学校

に在学してい

るもの及び高

等学校第１学

年に入学する

もの。 

（略） （略） 
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（12） 

 

夏 

季 

等 

特 

別 

行 

事 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、義

務教育諸学校

に在学してい

るもので、そ

の学校又は教

育委員会が、

当該学年の児

童・生徒の全

員を参加させ

て行う夏季等

の臨海、林間

学校等の行事

に参加するも

の。 

（略） （略） 

（13） 

 

期 

末 

一 

時 

扶 

助 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童 

（略） （略） 

(14)～(16) 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

（17） 

 

葬 

 

祭 

 

費 

障害児入所施

設及び指定発

達支援医療機

関の措置児童

であって、死

亡 し た も の

（以下「死亡

児」という。) 

（略） （略） 

 

（12） 

 

夏 

季 

等 

特 

別 

行 

事 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、義務教育

諸学校に在学

しているもの

で、その学校

又は教育委員

会が、当該学

年の児童・生

徒の全員を参

加させて行う

夏 季 等 の 臨

海、林間学校

等の行事に参

加するもの。 

 

（略） （略） 

（13） 

 

期 

末 

一 

時 

扶 

助 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児童 

（略） （略） 

(14)～(16) 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

（17） 

 

葬 

 

祭 

 

費 

障害児入所施

設及び指定医

療機関の措置

児 童 で あ っ

て、死亡した

もの（以下「死

亡 児 」 と い

う。) 

（略） （略） 
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別表３ 

 
費目の 

種類 

第１欄 

支弁対象児童等 

 

第２欄 

経費の 

使途 

第３欄 

各月の支弁額の算式 

 

第４欄 

（１） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

（２） 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

児 

療 

育 

費 

主として肢体不自

由児を入所させる

指定発達支援医療

機関の措置児童 

（略） （略） 

 

（３） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

（４） 

 

重 

症 

心 

身 

障 

害 

児 

療 

育 

費 

主として重症心身

障害児を入所させ

る医療型障害児入

所施設及び指定発

達支援医療機関の

措置児童 

（略） （略） 

 

 
 

別表３ 

 
費目の 

種類 

第１欄 

支弁対象児童等 

 

第２欄 

経費の 

使途 

第３欄 

各月の支弁額の算式 

 

第４欄 

（１） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

（２） 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

児 

療 

育 

費 

主として肢体不自

由児を入所させる

指定医療機関の措

置児童 

（略） （略） 

 

（３） 

 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

（４） 

 

重 

症 

心 

身 

障 

害 

児 

療 

育 

費 

主として重症心身

障害児を入所させ

る医療型障害児入

所施設及び指定医

療機関の措置児童 

（略） （略） 
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（５） 

 

措 

 

置 

 

医 

 

療 

 

費 

障害児入所施設及

び指定発達支援医

療機関の措置児童

であって疾病、障

害等により医師、

歯科医師等によっ

て、診察、治療、

投薬、手術等の医

療を受けるためそ

の支弁が必要と認

められるもの 

（略） （略） 

 

 

別表４～別表５ （略） 
 

別表６ 

 

各月初日の措置児童の属する世帯の階層区分 入所施設 

階層区分 定義 
徴収金基準額 

（月額） 

A～D14 （略） （略） 

備考 

１～２ （略） 

３ この表の「入所施設」とは、障害児入所施設及び指定発達支援医療機

関（入所に限る。）をいう。 

４～５ （略） 

 
 

 

（５） 

 

措 

 

置 

 

医 

 

療 

 

費 

障害児入所施設及

び指定医療機関の

措置児童であって

疾病、障害等によ

り医師、歯科医師

等によって、診察、

治療、投薬、手術

等の医療を受ける

ためその支弁が必

要と認められるも

の 

（略） （略） 

 

別表４～別表５ （略） 
 

別表６ 

 

各月初日の措置児童の属する世帯の階層区分 入所施設 

階層区分 定義 
徴収金基準額 

（月額） 

A～D14 （略） （略） 

備考 

１～２ （略） 

３ この表の「入所施設」とは、障害児入所施設及び指定医療機関（入所

に限る。）をいう。 

４～５ （略） 

 
 

 


